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発展と職業教育 
― 問題点の整理 ― 

 
                          金子元久 

 

 

 経済発展と教育をめぐって現在、研究の視点から関心を呼んでいるテーマとし

ては、一つには初等教育のユニバーサル化、もう一つに高等教育における私学セ

クターの導入をあげることができよう。これに対して中等教育、とくに職業教育

については、途上国の現実の政策においてはきわめて関心が高いのに、実証研究

の側からはその価値についてむしろ否定的な見方がおおく、実証的な分析も活発

に行われているとはいえない。そうしたギャップがあること自体が、研究対象と

しての職業教育の特徴であるとさえいえる。小論では、まず中等教育における職

業教育についてこれまでどのような研究が行われてきたのかを整理し（序）、そこ

から議論を発展させるべき問題として、巨視的な能力形成のメカニズム（第１節）、

職業教育についての政策形成とその実施に関する問題点（第２節）、そしてそうし

た政策的問題の基礎となる、職業教育と職業能力、そして若者の進路志望選択の

ミクロ的過程（第３節）、について分析課題を述べる。 

 

序 発展と職業教育研究への視点 

 

 まず最初に中等職業教育と経済発展についてこれまでどのようなことが議論さ

れてきたのかを整理しておきたい。 

 

職業教育に関する分析 

 大きく分ければ、マンパワー計画論、職業教育への社会学的接近、そして収益

率によるアプローチの三つの潮流があった。 
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マンパワー論 
 戦後の教育と発展をめぐる議論において、まず職業教育に分析的な視点から注

目したのは、いわゆる「マンパワー論」であった。マンパワーとは、労働力をた

だ数として捉えるのではなく、その技能など質的な側面として捉えるころと意味

する。発展にクリティカルな役割を果たすのは、技能を持った労働力であり、そ

の不足が発展へのボトルネックとなる。したがって発展を保証するためには、そ

ういった技能を十分に供給しなければならない。それが発展途上国の発展にとっ

てクリティカルとなる、と考える。これは非常に直感的にはわかりやすい議論で

ある。 

 とくに１９５０年代のハービソンとマイヤーズの研究（Harbison & Myers 

1964）は、各国の労働力の職業別あるいは教育別の構成を、統計的に分析し、あ

るいは経済発展段階との相関係数を分析した結果、中等教育終了レベルの技能労

働力と一人あたりＧＮＰとの創刊がもっとも高いことを発見した。ここから、い

わゆる中級マンパワー、ミドルレベルマンパワーが、工業化にクリティカルな役

割を果たすという政策含意を見いだした。この発見は、当時の途上国のみならず、

先進国の教育政策にも大きな影響力を与えた。さらに体系的な国際比較の分析と

してはＯＥＣＤによるものがある（ＯＥＣＤ 1970）。 

 しかもこういった発想は、経済発展計画に直線的に結びつけることができる。

すなわち一定の成長目標にむかって、投入産出表を用いて、必要な投資、中間財

が算出されるように、必要な技能別労働力の数が算定できる。さらにそうした技

能労働力を形成するための、学校教育の拡充の規模をそこから算定することもで

きるから、そこから「教育計画」も導き出される。こうした観点から経済成長の

最適化をもたらす、教育計画の策定の試みが、1960年代の終わりから 1970年代

にかけてはOECDを中心として、「地中海プロジェクト」などいくつか行われた。

こうした計画は、中等の職業教育のみを対象としていたのではないが、しかしこ

うした計画の中軸となっていたのは、経済発展と中等レベルのマンパワーとの関

係であった。 

 
職業教育批判 
 しかし他方で、職業教育の実際についての、社会学的な分析からは、その役割
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について否定的な見方が生じていた。この点で大きな影響力をもったのは、フォ

スターの「職業教育神話論」（Vocational School Fallacy）である（Foster 1965）。

フォスターは、インドおよびアフリカにおける中等職業学校の事例の分析から、

発展途上国の社会的な状況の中ではこうした学校への入学者は、実は上級学校へ

の進学意欲が強いために、卒業生は実際には学校で学んだ技能を生かすことはな

く、したがって経済発展への期待された機能は果たされていないことを明らかに

した。このフォスターの研究は、その後の発展と教育をめぐる研究にきわめて強

い影響をもった。またその後に、途上国の中等職業教育について社会学的な立場

からの研究が行われているが、フォスターの結論を覆すものではない。 

 
費用・効果分析 
  しかし上記の社会学的な分析は、問題点を指摘したのにとどまるのであって、

職業教育の経済的な寄与について体系的に評価したものとは言い難い。フォスタ

ーのいうように、職業課程の教育が、普通課程の教育より経済発展への貢献が高

くないとしても、普通課程の方が必ずしも望ましいということにはならないだろ

う。したがって、職業課程の中等教育が普通課程より望ましいか否かについては、

職業教育に要する費用、そしてその経済的な効果を体系的に分析する必要が生じ

る。これが第３の費用・分析アプローチである。 

 まず費用については、これまで様々な形での推計が行われてきた。カミング

（Cuming 1988）はそのいくつかの分析結果をレビューしているが、職業課程の

中等教育の生徒一人あたりコストは、普通課程に比べて１割から９割程度の幅で、

より高いという。他方で職業課程の卒業生に対する評価についてもたとえばラウ

グロとノーマンのケニアにおける事例分析がある（Lauglo and Norman 1988）。

また卒業生の失業率、賃金についても、特に国際機関の援助プロジェクトに関連

して断片的な情報が集められている。これらの結果をみると、失業率、賃金のい

ずれの点についても、職業課程の卒業生の方が、普通課程のそれよりも良いとい

う強い結果は見られていない。 

 さらに費用および便益の双方から、職業教育への収益率（rate of return）を算

出する試みも行われている。サカラポラス（Psacharapoulos 1988）はコロンビ

アとタンザニアの事例について、普通課程の中等教育と、職業課程のそれについ
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て、収益率を計算した。その結果、コロンビアについては、職業課程の８．８％

に対して普通課程７．７％と、職業課程の方が若干高かった。タンザニアについ

ては、工業課程１．７％に対して、普通課程６．３％と、特に工業課程の低さが

目立った。サカラポラスは、コロンビアの事例は必ずしも代表的ではないとし、

一般的には職業課程の収益率は、かなり低いと結論している。これは結局、職業

高校は設備に対する投資がかなり大きいにも関わらず、その収益を卒業生の賃金、

雇用率で評価する限りは普通課程の卒業生と相違ないことが多いことに起因して

いる。 

 
援助機関の立場 
 このような研究の潮流は、途上国への援助にも強い影響を与えてきた。世界

銀行は、１９９０年代初頭に、教育段階別に「ポリシー・ペーパー」を発表し、

職業教育についても、一つのポリシー・ペーパーが出されている(World Bank 

1991)。またそれらをもとに、教育部門全体での重点課題と、援助方針をまとめ

て、発刊した（World Bank 1995）。そこで提起されている、職業教育に関する

方針は、ほぼ次のようにまとめることができよう。 

 即ち、教育段階別にみれば、収益率（rate of return）で見る限り、投資効率

の最も高いのは、初等教育であることから、途上国における教育投資の相対的な

優先度は初等教育に与えられるとしている。高等教育については、社会的収益率

が低いのに私的収益率が高い途上国が多いこと、進学需要が上昇していることな

どから、奨学金制度を整備することを前提として私的負担の増加を提起している。

中等教育については、普通課程を中心とし、いくつかの中等教育機関が共同で使

われるような職業訓練センターのようなものを作り、そこに集中的な設備投資を

行うことを提唱している。また一部の技能形成については民間企業、私立教育機

関を活用するべきだという。 

 

職業課程否定論のイデオロギー 

 以上のように発展と教育に関する実証研究は、中等段階の職業教育への投資に

は否定的な方向に傾いているように見える。そして世銀などの援助機関もこうし

た方向での政策をとっている。では中等教育の職業課程はもはや全く意味がない
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と考えるべきなのか。現実の途上国の政府には、職業教育に対する期待が依然と

して強く、職業教育を推進する政策がとられている国も少なくない。なぜそのよ

うな相違ができるのかを整理しておきたい。 

 前述のように先進国における社会科学的な分析、あるいは世銀などの援助機

関は職業課程については懐疑的な見解をとってきた。それはすでに実証的な蓄積

の上にたっていることは事実である。しかし翻って考えてみれば、途上国につい

ての研究そのものが、先進国における職業教育に対する見方、あるいは社会の変

化の方向を反映し、バイアスを生じさせている可能性もないわけではない。 

 まず第一に重要なのは歴史的なタイミングである。先進国において中等教育

段階での職業教育が拡大されたのは、１９世紀の終わりから２０世紀の初頭であ

って、その時点では職業教育は、工業発展の中核としての役割とともに、社会的

な機会均等に対して重要な役割を果すものとして位置づけられていた。しかし戦

後においては、中等教育の進学率が高まり、さらに高等教育への進学率が高まる

ことによって、職業課程は、高等教育への進学を断念した、相対的に学力の低い

学生が集まるところへ変化した。先進国および援助機関の政策形成に携わる人々

は、そうした段階での職業教育の印象がきわめて強い。そこから職業教育に対す

る否定的な見方が生じる。それはある意味では、先進国の経験をふまえた、先見

性を途上国の政策に与えているともいえる。しかし他方で、一定の経済発展の段

階において、職業課程が一定の意味をもち、役割を果たしていた点を不当に、無

視するものともいえるかもしれない。そうした職業課程の歴史的な役割について

は、実は先進国の研究も十分に行われてきたわけではなかった。 

 第二にこれに関連して、先進国の社会科学にある程度共通の、社会階級と学

校教育の結びつきに対する批判がある。とくにヨーロッパ諸国においては、中産

階級と労働者・農民との階級障壁は長い歴史的な経過をつうじて形成され、１９

世紀後半以降の公教育システムの発達も、基本的には中産階級に対応して高等教

育に至る「進学系」と、労働者階級を対象とした「職業教育系」の二つの系統が

併存する、いわゆる複線型にそって発達してきた。中等教育段階における職業教

育は、基本的にはこの職業教育系の教育が公教育システムの中で発展する中で生

じてきたものである。こうした複線型の教育制度に対しては、社会的な階級差を

強化しあるいは再生産されるものとして、批判が生じ、とくにイギリスにおいて
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はそれが第２次大戦後に、大きな政治的な問題となったことは周知のとおりであ

る。またこれは特に教育学者なかんずく教育社会学者に影響を与え、こうした公

教育システムの中に隠された階級制を指摘すること自体が、分析の中心的なパラ

ダイムとなってきたのである。上述のフォスターの議論（フォスターはイギリス

人）もそうしたコンテクストの中におくと、その発想の背景を理解しやすい。ま

た階級性が比較的に弱いといわれるアメリカにおいても、ハイスクールにおける、

普通コース（トラック）と、職業コースとの、生徒の分化（トラッキング tracking）

を対象とする研究が行われる一方で、短期大学（コミュニティ・カレッジ）にお

ける進学期待と職業コースの選択との関係が分析されて大きな影響を与えた

（Clark 1961）。こうした研究は、福祉国家における、平等性のタテマエと、実

際の階級分化との矛盾を、特に中等教育の分化の問題として捉えたものであるが、

こうした視点からは職業教育の存在は、まさにそうした矛盾を隠蔽するもんとし

てしか分析の対象とならないのである。こうした志向は一般に、福祉国家におけ

る社会科学一般の志向に共通のものである。それはまた、援助機関のよって立つ

イデオロギーにもある程度共通するものといえる。 

 第三に、特に最近の傾向として市場主義的な志向が強い影響を持ち始めてい

る。こうした視点からは技能への需要はきわめて多様であって、それを一律的に、

政府の計画によって設置される公立の職業課程教育によって供給する政策は非効

率的である。むしろ、公教育の枠の中ではなく、むしろ個別の企業自身か、ある

いは個別の技能形成に特化した私立の専門・各種学校のようなものによってこそ

効率的に供給される。 

 

職業教育への期待 

 他方で途上国の政府には、まだ職業教育、とくに中等教育段階での職業課程に

大きな期待をかけ、教育政策上の一つの根幹にしている国が少なくない。職業教

育への根強い期待にはどのような背景があるのか。 

 第一に歴史的な視点からみれば、途上国においては、経済発展は「工業化」あ

るいは「産業化」そのものと捉えられ、先進国との差が、技術的・専門的な知識

をもった人材の不足が決定的な原因となっていると考えられる。しかもそうした

傾向は植民地であった経験のある国においては、さらに固有の構造をもつ。バッ
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カス（Bucchas 1988, p.34）は、アフリカ、南アジアの旧植民地においては、宗

主国はその長い支配において、植民地の住民にはきわめて限られた学校教育の機

会をしか与えなかったのみならず、その学校教育は、宗主国の行政機構において

補助的な事務職につくために必要な限りの、人文主義的な教育内容に偏っていた

こと、また宗主国は工業製品の旧植民地への輸出を重要な政策としていたために

現地における産業の成長を警戒しており、従ってある程度より上の技術教育の導

入に著しく消極的であったことを指摘している。宗主国にとっては、技術的な知

識の独占は、植民地搾取の一つの重要な柱であった。こうした感情は、直接の植

民地の経験のない国においてもある程度、共通するものであって、たとえば中国

は長い間の先進諸国からの搾取をうけた大きな原因は国内の産業の遅れにあるの

であり、それは人文的な知識よりも、むしろ技術的知識の不足にある、と認識す

る傾向が強かったといえよう。こうした背景からは、技術的知識の形成こそが、

自立的な経済発展のきわめて重要なキーと映るのはおかしくない。 

 第二はマクロ的な資源配分および政治的な問題である。一般に途上国では、政

府および一部の大企業あるいは外資企業からな近代的なセクターに高い賃金の雇

用機会が集中し、他に多量の過剰労働力をふくめて大きな低賃金セクターが存在

するという、二重構造が存在する。しかも近代セクターへの参入のためには高い

学歴が必要とされるから、とくに高等教育からの私的収益率が高いという現象が

生じる。このために家計は、中等教育をそれ自体では、あまり大きな意味をもた

ず、大学への進学の過程として位置づける傾向がつよい。言い換えれば、中等教

育への教育投資はそれ自体では完結せず、高等教育進学に結びつくことによって、

経済的な意味をもつ。経済発展がある程度進むと、中等教育への進学需要は急速

に進むが、それはそのまま高等教育への進学需要の拡大を意味することになる。

しかしこの発展段階では、高等教育機会を大幅に拡大することには財政的な制約

が強いし、少なくともそれまでの近代セクターにおける大卒者への雇用需要は限

られている。中等教育は拡大するとしても、高等教育を同時に大きく拡大するこ

とは、マクロ経済的な資源の配分の面からみてきわめて非効率的である。また高

等教育はしばしば政治的な反政府運動の拠点になり得るから、大卒者の雇用上の

不安定さを増すことは政治的な安定性の確保という視点からみても望ましくない。

こうした観点から、高等教育への進学需要を抑制することが重要な課題となるが、
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そのためには中等教育を完成教育としての側面を強化する必要が生じるのであっ

て、その一つの形態として職業課程が重要な意味をもつ。 

 第三は途上国における、社会の技能形成メカニズムと、そこにおける政府の地

位に関わる。一般に先進国においては後述のように、生産の現場にかかわる技能

は、企業において長期的に徐々に蓄積され、また伝承されてきた。さらに「職業」

が一つの社会制度として定着し、それが社会的な地位を形成するとともに、技能

そのものの形成にも重要な意味をもった。現在の途上国においてはそうしたメカ

ニズムがきわめて微弱であることはいうまでもない。近代セクターの一部の大企

業あるいは外資系企業においては、そうしたメカニズムが部分的に形成されてい

ることは珍しくないが、そうしたメカニズムが基本的には特定の企業内でしか機

能せず、そこで形成された技能が、経済全般に波及することもあまりない。特に

工業部門においては、多様な需要に応じる小規模の地場産業が成長することが必

要であり、そのためには政府が直接に技能形成を行う必要がそこから強調される。

しかし他方で、そうした技能を形成する教育機会の供給能力、その人材と財政基

盤、もまた民間には限られている。そのためには政府が直接に統制する権利と制

度を確保している、公教育の枠内において職業教育課程を拡大させる政策に大き

な役割が期待されるのである。 

 

分析課題としての発展と職業教育 

 このようにみてみると、途上国における中等段階での職業教育の問題は、社会

科学的な分析の問題としても、あるいは教育政策、援助政策の問題としても決し

て解決ずみの問題とはいえない。むしろ議論するべき問題はきわめて多岐にわた

っているといえよう。問題は、そうした分析的・実践的な問題を位置づける枠組

み自体が明確に設定されていないことにあると考えるべきであろう。ではこうし

た視点から、どのように分析的な問題を位置づけ、整理すればよいのか。とりあ

えず、ここでは三つの問題群に整理しておきたい。すなわち第一は、技能形成が、

公教育、それ以外の教育機関、あるいは企業社会によってどのように形成される

のか、そのあり方の問題。第二は、特に中等段階での職業課程職業教育について

政府がどのような役割を果たす要求をもち、また能力を持っているのか、という

問題である。そして第三はよりミクロの視点から職業教育についての議論の基礎
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となる、技能、能力、そして進路決定の問題である。 

 

第１節 技能形成の社会的メカニズム 

 

 第一の問題領域は、社会全体における技能形成のメカニズム、その中における

公教育システムの役割、またそうした技能形成にかかわる費用負担の問題にかか

わる。 

 

技能形成の供給の類型 

 まず技能形成のメカニズムについていくつかの要素を整理しておきたい。技能

形成は、その内容、機会の提供者、によって以下のような図式にまとめることが

できよう。 

 

       ← 理論性・体系性         → 実践性・技能性   

(a)企業          企業内学校   企業内訓練ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ   ＯＪＴ 

(b)職業訓練施設              職業教育・訓練   

(c)学校教育体系   普通課程  職業課程                    

 

 まず技能形成の内容からみれば、一方の極により理論的・体系的あるいは抽象

的な知識技能が想定され、他方の極により実践的な断片的知識技能がある、と考

えることができよう。ただしこの軸は一つの連続性を持っており、中間的な形態

も重要である。他方でこうした技能形成の機会の供給者としては、（ａ）企業、

（ｂ）公立私立の職業訓練施設、そして（ｃ）学校教育体系がある。 

 このうち（ａ）の企業における、インフォーマルな実践的知識技能の形成、す

なわちＯＪＴは、先進諸国においては最も基本的な形態であったといえよう。伝

統的にもヨーロッパ中世の手工業者の同業者集団であるギルドは、一面において

同業者の利益を守るための組織であったが、同時に年長の技能者から、若い職人

に技能を伝える、徒弟制をつうじた伝習の集団としての側面をもっていた。社会

制度としてのギルドあるいは徒弟制はその後は力を失ったが、そうした技能形成

の伝統は、職場にける様々な形での知識・技能の形成に現在の社会においてもき
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わめて重要な役割を果たしている。しかし特に工業部門においては、産業革命に

よって生産過程が大規模化され、また組織化・体系化されるとともに、さらに組

織的な形をとるようになった。その中で、職場における実践的な訓練を離れた、

意図的・計画的な知識・技能の形成が企業によって行われるようになった。さら

に特に大規模企業においては、さらに理論的・体系的な教育内容をもち、公教育

体系における中等教育とほぼ同様の、いわば企業内学校といったものも形成され

るようになった。 

 これに対して、（ｂ）企業から離れて職業知識・技能を形成する、社会的な施設

も作られてきた。産業革命の発生地であるイギリスにおいて、一部の篤志家ある

いは労働者の組合が設立した、「機械工講習所」はそうした試みの先駆であろう。

あるいは日本の近代化の過程においても、同業者の組合が出資して実業学校を設

置した例もある。しかしこうした形での職業訓練施設が、大規模に展開されるよ

うになったのは、むしろ福祉国家化によって、失業者の再就職を促す手段として

であった。たとえばアメリカの職業訓練法による職業訓練ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑは大恐慌を契機

として成立した。他方で、様々な個別の技能を伝達することを市場を媒介として

おこなう、いわゆる営利学校も近代化の過程で多く登場してきた。 

 他方で、（ｃ）公教育体系の中において、とくに中等教育段階で職業に関連する

知識・技能を与える、職業課程が形成された。特にヨーロッパにおいては一般に、

教育体系が複線化し、その一つの系統として職業課程教育が重要な役割を果たす

ようになったことは、前述のとおりである。アメリカにおいては、職業課程の中

等教育機関は、１９世紀のホーレス・マン以後の伝統をもち、ハイスクールの拡

大過程においては、通常のハイスクールのカリキュラムに職業教育が取り入れら

れるという形で拡大し、さらに第２次大戦後にはコミュニティ・カレッジの職業

教育課程が拡大した。日本においては戦前はヨーロッパにおける複線型の教育制

度がとられ、戦後においては高校進学率の拡大の中で、高校の職業課程が拡大す

るという過程をとった。さらに高校進学率が８割を越えた段階で、高校以後の進

学機会として、専修学校専門課程（専門学校）が、公教育体系にほぼ準ずるもの

として設置され、これが職業教育に大きな役割を果たすことになったことは周知

のとおりである。 
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教育機会の分担と統合 

 上に述べたのは、職業知識・技能形成の要素であるが、こうした要素は個々に

独立に機能するだけではない。むしろ理論的な知識・技能と、個別の仕事に要す

る具体的な知識とは、何らかの形で統合され、一貫性をもった形で提供されるこ

とが望ましいことはいうまでもない。異なるプロバイダの間が与える教育訓練の

間にどのような分業が行われ、またどのような形で一貫性が保たれるかが問題と

なる。 

 こうした点で一つの重要な試みが、ドイツにおける公教育・企業内訓練の二元・

並行型（Dual System）のシステムである。この制度のもとでは、子どもは基礎

教育の終了後に、職業訓練を選択した場合には、企業においてＯＪＴを受けると

ともに、週に二日程度は職業学校に通い、体系的な職業知識を学習する。こうし

たﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを終了することによって、社会的に認知された職業資格を獲得すること

ができ、それが雇用につながる。こうした形態は一方において体系的な学習と公

的な職業資格、他方において実際的な知識・技能の獲得、という二つの要件を巧

みに組み合わせるものとして、高い評価を与えられる。しかしドイツ型の二元・

並行システムは小規模な企業をふくめて企業内に高い技能が蓄積されていること、

多くの企業が職業訓練を与えることについて義務をおうこと、さらに職業資格の

体系がきわめて重要な社会的な合意として成立していること、などの条件によっ

て成立している制度であることも事実である。こうした意味でそれは固有の歴史

的経緯と、職業体系が社会契約の重要な一部をなしていることと不可分であって、

そうした条件を満たしていない社会に容易に適用できるものではない。 

 一般に、実際の知識・技能の形成は、異なる教育内容や、供給者が組み合わさ

れて行われることがむしろ普通である。一般的にいえば、学校などの教育訓練の

プロバイダが一定の知識・技能を形成し、それをうけとった労働者が一定の資格

を与えられて労働市場にあらわれ、企業はその資格によって労働者の資質を判断

して雇用して、さらに企業の中で一定の知識・技能を与えつつ、その労働を生産

過程に組み入れる。こうした異なるプロバイダ、職業資格、労働市場、企業の採

用行動と企業内の技能形成、が組み合わされて、技能形成のパターンが生じるの

である。 

 そうした中でも例外的に一貫性の高い知識・技能形成のシステムが生じる場合
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がある。それは一つの企業がＯＪＴのみならず、職業訓練プログラムをもち、さ

らには体系的な知識・技能をも教育内容とする、企業内学校さえ設置する場合で

ある。これを企業包摂型の知識・技能形成メカニズムと呼んでおこう。こうした

例は、とくに経済の他セクターと隔絶した資本力と技術力をもつ大規模企業が、

企業の外での学校などの教育によってはその企業が求める水準の知識・技能を確

保できないと判断したときに発生する。こうした場合に企業は、公教育システム

の基礎教育の段階で、アカデミックな学業成績によって若い労働者を雇用し、そ

の後にはむしろ企業内において中等教育の職業課程に相当するカリキュラムによ

る教育訓練を与え、さらに具体的な職場に応じた訓練、ＯＪＴを受けさせる。こ

のような形で、高度に統合性の高い知識・技能形成が行われるのである。こうし

た例は一般にどのような国民経済においても、特に製造業における大企業におい

て見られる。しかもそうした傾向は、近代・伝統部門の格差が著しい、日本など

の後発先進国においてさらに顕著であった。あるいは中国などにおいても、国有

企業などがそうした形態をとっていた。 

 しかしこうした大規模企業の企業内包摂型の技能形成は、特定のセクターにの

み妥当するものであって、逆にいえば国民経済全体への一般性はきわめて薄い。

そのような視点からむしろ問題となるのは、国民経済全般に開かれた、流動的で

公開性の高い知識技能形成メカニズムがどのように機能するかという点である。

とくに中小企業などにおいては、企業自身が十分に知識技能の形成の機会を提供

できない場合には、学校教育に一定の役割が期待されることは十分にあり得る。

日本においても、とくに中小企業に対して実際は職業高校というのは一定の技能

能力を供給する役割を果たしてきた。あるいはたとえば中国でも、国営企業など

は普通高校の卒業生を採用するが、郷鎮企業のような小規模企業に対して職業教

育がひとつの役割を果たしているともいわれる。 

 こうした視点から明らかとなるのは、社会の職業的知識・技能の形成のメカニ

ズムと、職業との組み合わせは、きわめて多様であり得るのであって、ひとつの

社会の中で、異なるメカニズムが併存して機能していることがむしろ通常だとい

うことである。またその果たす効果も多様である。この点で二元・並行システム

に統一されているドイツのシステムも実は、その実体は大きく多様化していると

いわれる。また日本においても、個々の人によって、知識・技能の形成過程は大
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きく異なる。それは一方で教育訓練制度に規定されているが、他方において産業

や職業のあり方にも大きく規定されている。そうした複雑で交錯した関係を視野

にいれて、具体的な分析する必要があろう。 

 

公教育の拡大と技能労働力の養成メカニズム 

 しかもこのような職業知識・技能形成メカニズムは、固定的なものではない。

一方における公教育体系における進学率の拡大と、他方において企業の労働力需

要との間の相互関係の中で、ダイナミックに変化するのであって、そのコンテク

ストにおいてこそ職業教育の役割が位置づけられなければならない。先進国にお

ける経験から、そうした変化を、次のように整理することができよう。 

第１期 

 １９世紀から２０世紀の初めにかけて、公教育の発展がまだその始動期にあっ

て、初等教育のユニバーサル化自体が完成されていない時期が続いた。この中で

は中等教育への進学率は限られていた。トロウが中等教育における「エリート段

階」と呼んだ時期である。もちろん大学における教育は、中世以来、法律家、医

師などの一部の高級プロフェッションのに向けられたものであったが、それをし

ばらく置けば、むしろこうした時期において公教育システムにおける職業教育は、

中等教育の職業課程として始まったのである。その背景には勃興しつつある資本

主義の中で、産業技術者そして経営会計上の技能をもった中級労働力への需要が

高まっていたことがあったことはいうまでもない。そうした需要に対応するため

に、政府は中等段階での職業学校を設置した例は、ヨーロッパ、アメリカにおい

ても見ることができるが、日本においても明治末期における井上毅の文教政策に

おける実業諸学校の設置は、当時の日本の経済状況に対応したものであったが、

同時にこうした世界の潮流にいち早く対応したものであったとみることもできる。

こうした段階で設置された中等段階の職業教育学校は、その生徒の出身階層も中

産階級であったし、その雇用先も結局は現場の技能労働力というよりは、管理的

な技術者・ホワイトカラーとなっていった。実際その一部は、その後、むしろ高

等教育機関となっていく。たとえば日本の旧専門学校がその例である。日本では

熟練労働力のための実用的な知識・技能の教育も目指されたが、公教育機関の中

におかれる限りは、選抜制が高くなり、結局はエリート化せざるをえなかったこ
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とは、たとえば職工訓練所の例などに明らかである。他方で熟練工の養成のため

の教育訓練を組織的に行おうという試みは、公教育制度とは異なった場で行われ

ていった。 

第２期ａ 

 第１次世界大戦の終了後の１９２０年代から、基礎教育段階での就学が普遍化

し、中等教育への進学需要が拡大した。これはヨーロッパ、アメリカに共通であ

り、日本においても同様の現象が見られた。この中で中等教育は大衆化を始めた。

ただしこれは短期間に起こったのではなく、それがほぼ一巡し、中等教育がユニ

バーサル化するに至ったのは第２次大戦をはさんで、アメリカにおいて１９６０

年代初め、ヨーロッパ、日本においては１９７０年代初めである。こうした過程

で、中等教育段階での職業教育が大きく拡大した。このほぼ５０年にわたる時期

をどう理解するかは、職業教育の役割を理解するのにきわめて大きな意味を持つ。

それを二つの局面に分けて考えることができよう。  

 第一の局面（第２期ａ）においては、中等教育の拡大はそれまでの労働者階級

が、あたらしい産業化の中で開けつつあった新しい近代的な雇用にその地位を求

めていく際に、きわめて重要なルートとなった。この時期における中等教育進学

需要の急速な拡大はこうした背景をもっていた。その際に、高等教育進学系統と、

職業教育の系統の二つに、教育機会と供給がどのように分化するかが問題となる。

前述のようにヨーロッパ諸国においては、労働者階級からの中等教育の需要の拡

大は、職業教育系統の教育の上への拡大を意味した。それは一方において歴史的

に形成されてきた階級的な文化・価値観が容易に労働者階級からの高等教育進学

系統への参入を許さなかったからである。同時に、この時代には一般に労働者の

社会的な地位が向上し、技能労働力の賃金・生活水準が上昇したために、いわば

労働者階級の中での階級序列の中でより上位に進むことが魅力のある選択となっ

ていたことも重要な要因であった。ドイツの二元・並行型の職業訓練もこうした

状況の中で成立した。アメリカにおいては、そうした複線型の拡大はなく、大都

市においては一部において職業高校の拡大はあったが、全国においては個々の高

校（ハイ・スクール）の中で職業教育課程が設置された。この中には前述の１９

３０年代の職業訓練法による連邦資金をうけて、かなり高度の職業教育を行うと

ころも少なくなかった。日本においては、戦前においては職業系統におかれた実
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業学校、専門学校、そして戦後においては職業高校が拡大した。 

 いずれにしても、こうした段階においては、職業課程は、多くの生徒にとって

出身階級よりも上の生活水準に結びつく可能性をもっていた。高等教育の進学に

家計上の制約、また進学系統を卒業しても確実な就職先が少ないことも多く、む

しろ職業課程は積極的に選択される側面をもっていたといえよう。こうした事情

から、職業課程に入学する生徒の資質も必ずしも低くなかった。また雇用者の側

も、職業課程において身につけた知識・技能あるいは「かまえ」を評価するとと

もに、生徒の資質自体をも評価して職業課程の卒業生を雇用した。職業課程の拡

大は単に政府の政策によって供給の側から強制されたのではなく、それに対する

家計からの積極的な需要があったのである。それは後述のように戦前・戦後の日

本において、中等段階の職業教育のかなりの部分が私立学校によって供給されて

いたことによっても知られる。 

第２期ｂ 

 第二の局面（第２期ｂ）は、いわば中等教育ユニバーサル化の時期である。日

本では戦後に前期中等教育は義務化されていたが、１９６０年年代の初めに後期

中等教育への進学率が上昇して５０パーセントを越えて、同年代人口の過半数が

進学し、さらにその割合が８割、９割に達して、中等教育が普遍化する。同時に

高等教育への進学率が拡大し、社会の多数の人々にとっては、高等教育がより高

い生活水準への階梯と感じられ、その機会均等が政治的な課題となる。 

 こうした状況の中では、中等教育進学者はすでにその基礎的な学力を基準とし

た選抜を実質的に行うことができなくなる。相対的に学力の高い生徒は、大学進

学につながる普通課程の高校に集中し、その入学が困難となるのに対して、職業

高校はそれまで入学していた資質の高い生徒を普通高校に奪われることと、高校

進学がユニバーサル化することの、二重の理由によって入学者の学力の最低限を

引き下げざるを得なくなる。状況によってはそうした選抜自体を実質的に行わな

い場合も生じることになる。こうした状況の中で、教育内容の低下が生じるとと

もに家計の側で職業課程への進学に強い偏見が生じることもある。アメリカにお

いては、職業課程の中等教育機関よりも、上述のように一般のハイスクールの中

に職業課程が置かれることのほうが一般的であるが、こうした状況が生じるのは

同様であり、勉学動機が低下するために、職業関連のカリキュラム自体の内容を
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低下させざるを得なくなり、結果として職業準備トラックの教育が雇用に直結し

ないといった状況が生じる。結果として雇用者の側は、一般的な基礎的資質、あ

るいは職業上の知識・技能のいずれにおいても、職業課程の卒業生を採用するこ

とに魅力を感じなくなる。むしろ普通高校の卒業生を採用し、企業内訓練ﾌﾟﾛｸﾞﾗ

ﾑあるいはＯＪＴでこれを補おうとする。こうした需給両面の変化によって、職業

課程は急速にその魅力を失うのである。ヨーロッパにおいては、複線型の教育制

度、あるいは特にドイツなどのように二元並行型のメカニズムが定着しているた

めに、こうした過程は緩やかにしかおこらないが、そうした過程が全く生じない

わけではなく、むしろ着実に浸透しつつあるともいえる。 

 なおこの第２期のａ局面と、ｂ局面との転換点は必ずしも明確ではない。両者

が異なる領域において、同時に進行する場合もある。 

第３期 

 第３期はマス化、ユニバーサル化の焦点が高等教育に移る時期である。この時

期においては高等教育段階で、通常の伝統的高等教育機関が拡大するのと同時に、

職業教育を対象とする機関が拡大する。たとえばアメリカにおけるコミュニテ

ィ・カレッジ、日本における専門学校専修課程（専門学校）がそれである。ヨー

ロッパにおいてはそれは、職業教育系統に高等教育段階での機関が設置されると

いう形でこうしたことが起こった。イギリスにおけるポリテクニークと継続教育

カレッジ（College of Further Education）、フランスにおける大学付属技術短大

部（IUT）および高校上級職業教育部（STS）、ドイツにおける専門大学

（Fachhochschulen）がその例である。とくに日本の専修学校は、公教育の中等

教育段階の終了を前提とした上で、専門的・実践的な職業知識・技能に対応する

という点で特徴をもっている。 

 こうした現象は一見して教育の普及にともなって、職業教育が中等教育教育か

ら、高等教育段階に移る趨勢を示しているようにみえる。そうだとすれば、中等

教育段階における職業教育はその歴史を終えることになる。しかし先進国におい

てはむしろ、中等段階における職業教育は消滅することはなく、新しい形での注

目を浴びているようにみえる。それは高等教育への進学者が拡大し、ユニバーサ

ル化する段階では、高等教育への進学の意図が希薄化し、高等教育を受けること

の意味自体に問題が生じるからである。そうした状況の中では、むしろ中等段階
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において、職業が要求する、技能、身体的な経験、が人間の発達に及ぼす意味が

再び評価されることになる。職業的な知識・技能の教育はそうしたポストモダン

の新しいコンテクストで再び社会的な役割が期待されるのである。 

 

 こうしてみると、職業教育、とくに中等段階での職業教育は、きわめて多様な

機能をもつとともに、経済発展段階、そして公教育システムの拡大の過程と、き

わめて密接に関連しつつ、その期待される役割を変え、また社会的な評価を変え

ていくことがわかる。言い換えれば、こうしたダイナミックな視点をおいて、一

般的な議論をすることによって様々な混乱も生じる。こうした視点をふまえた分

析が必要である。 

 

第２節 職業教育についての政策形成と実施 

 

 第二の問題群は、職業教育をめぐる政策決定過程と、その実現プロセスである。 

政府は、さまざまな法的規制、補助金あるいは職業資格制度などを通じてこうし

た市場全体を規制・統制するとともに、自らは直接に公立の職業課程中等教育機

関およぼ学校外の公立職業訓練機関を設置する。教育機会全体の統制を政府のマ

クロ的統制機能、後者の直接供給機能と呼んでおこう。 

 

マクロ的な政策 

 こうした観点からの一つの重要な問題は、政府のマクロ的な職業教育政策がど

のように形成されるか、という点である。政府の職業課程に関する政策の論理は、

基本的には、一方では技能労働力需要（マンパワー・ニーヅ）の視点、他方でマ

クロ的な物的・人的資源の配置、の二つの観点から組み立てられる。 

 このうち技能労働力需要の視点は、政府とくに中央政府が、職業教育に政府が

積極的な役割を果たすことの、重要な論拠となってきた。政府は国民経済の将来

について、統合的な計画をもち、それが必要とする技能労働力を過不足なく供給

するための総合的な計画を作成し、それにしたがって教育訓練システムを整備す

る。前述のように１９６０年代のマンパワー計画の思想はそうした論理を描き、

またそのなかで技能労働力の需給予測と、それに対応する教育計画は、中心的な
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役割を与えたのである。しかしそうした構想は、以下の理由で少なくとも十分に

は機能し得なかった。一つは完全な社会主義のもとでの計画経済を別とすれば、

市場は独自の論理で動くために、計画自体の実効性が疑わしい。第二に要求され

る知識・技能は実はきわめて多様であって、「職業」ないしは「職種」という単位

自体に必ずしも必然性がない。そして第三に、知識・技能の形成は多様なルート

で行われる一方で、状況によっては供給過剰の状態も生じやすい。これに対して

一般に途上国については、経済成長を、先進国の経験を参考にしつつ、より計画

的に行おうとする志向が強いのは事実である。しかし先進国において起こった上

のような問題は、途上国でも生じる可能性は十分にある。しかも現在の途上国は、

経済のグローバル化の中におかれており、国際経済の影響を強くうけやすく、雇

用も外国資本の企業で拡大することも少なくない。こうした状況においては、経

済成長についての整合的な計画自体がむしろより困難となっているといえよう。

こうした意味で、実はマンパワー需要の予測は有効性を大きく減じている。 

 しかしそれは、現代の途上国の政府にとって、マクロ的な物的・人的資本の配

置が問題とならない、ということを意味するのではない。すなわち経済発展の初

期においては、政府が職業教育機関を設置したとしてもそれは経済全体からみて

も小規模なものにすぎない。しかし経済成長が始動し始めた第２期においては、

学校教育体系においては、とくに都市部を中心として所得の急速な上昇を背景と

して中等教育、そして高等教育の機会への需要が大きく拡大する。こうした局面

においては、技能労働力への需要も増すのであるが、同時に経済全体においては

投資需要は大きく拡大している。経済全体においては、民間企業への新規投資へ

の需要が旺盛となる。政府財政の内部においては、道路、水利などのインフラス

トラクチャーの整備が経済発展のために必要となる。しかも教育部門においても、

この時期には初等教育の普遍化がほぼ達成されているとしても、初等教育の質的

な整備は進んでおらず、とくに大きな地域的な格差が残されている。また高等教

育への進学需要も拡大するために、高等教育への投資も必要とされる。 

 しかも同時に、そうした物的資本の配置のみならず、労働力についても、いく

つかの矛盾した要求が存在する。上述のようにマンパワー計画は基本的には長期

的な経済成長という観点から、中級のとくに技術的労働力の不足が、工業化全体

のボトルネックとなる可能性を避けることを中心的な問題として発展してきた。
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しかし経済発展が一定の段階においては、労働力需要の問題ははるかに複雑な側

面をもっている。すなわち一方において技能労働力の需要がますことも事実であ

るが、他方においては初等教育を終了した程度の、若年労働力が大量にしかも安

価に供給されることも重要な経済発展の条件となる。とくに雑貨、電気機械部品

など、外国の生産技術を導入して大量生産がおこなわれるような産業が特に輸出

市場を対象として急速に拡大する場合には、必要とされるのは義務教育段階の教

育をおえて、かつ一定の生産過程に対応できるような十分な可塑性をもっている

労働力が、しかも低賃金で多量に供給されることが、競争力の獲得に不可欠の条

件となる。一般に途上国では、未熟練労働力は供給過剰であると考えられている

が、こうした条件にあう労働力の供給は必ずしも無制限ではない。とくに、初等

教育あるいは中等教育の修了者が上級学校に多量に進学すれば、そうした労働力

の供給は限られてくることになる。そこでは、職業課程あるいは普通課程を問わ

ず、後期中等教育への進学者の増加自体が、少なくとも短期的には経済成長にマ

イナスの影響を与えるのである。日本においても１９５０年代から６０年代はじ

めにかけては、中学校卒業の若年労働力不足が問題となった。経済団体はとくに

こうした短期的な問題に敏感であり、上級学校への進学者の増加に対して抑制的

な政策をとるように政府に働きかけた。 

 このように発展の一定の段階において、マクロの資源配分からは、特に前述の

第２期ａからｂにかけて、中等段階での職業教育をどのように位置づけるかが、

きわめてクリティカルな問題となる。こうした時点での政策の誤りは時として、

その後の経済発展に大きな禍根を残すことにもなる。たとえばフィリピンでは、

中等教育を前期と後期に分割する政策が実施されず、それもあって中等教育段階

での職業教育が十分に整備されたとはいえない。その結果として、高等教育への

進学需要が急速に拡大し、職業教育もその主要な部分が高等教育段階で行われる

ことになった。それは一面では先進国の状況を教育面で先取りしたともいえるが、

経済発展段階とは大きな齟齬を生じさせざるを得ないことはいうまでもない。し

かもこうした変化は非可逆的であって、政策の修正を後からおこなうことはでき

ない。こうした意味で、マクロ的な視点からの政策選択はきわめて重要な意味を

もつ。 
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プロバイダとしての地方政府 

 職業教育のマクロ的な政策とは一応別の問題として、実際の職業教育を、どの

ような主体がおこなうのか、それぞれにどのような役割が期待されるのかが、次

の問題となる。前述のように、中級レベルの職業的知識・技能の形成は、企業内

の教育、学校教育体系の中での中等教育職業課程、そして職業教育訓練機関民間

の教育機関という、三つの場（ロケーション）が考えられる。こうした技能形成

のそれぞれの場で、政府あるいはそれ以外の主体によって、職業教育の機会が提

供されることになる。それを図示すれば以下のようになろう。このような形での

供給に対して、家計はそれぞれの選択をおこなって、進学機会の需要をつくりだ

す。両者は、ここで職業教育の機会をめぐって一つの市場を形成するわけである。 

 

知識技能形成の場      政府          民間      

(a)  企業内        公営企業         私企業 

(b) 職業訓練施設      公立施設         民間施設 

(c) 学校教育体系    公立中等教育機関     私立中等教育機関 

 

 途上国の多く、とくに社会主義国では、においてはこうした知識技能の形成の

うえで、とくに直接に教育機会を供給することによって、政府が大きな役割を果

たしてきた。いうまでもなく学校教育体系は政府の統制下にあり、職業訓練施設

もほとんどが国によって運営されている。さらに企業も公営企業であって、その

中での教育訓練も政府の管理下にあるといってよい。政府はそのマクロ的統制、

および直接供給の、双方において、職業的知識技能の形成を独占的に行うのであ

る。ただし現実には、これらの機能はそれぞれの機能は、政府の様々な部門によ

って担当されるために、それらが計画的に相互に調整されるとは限らない。 

 こうした意味で、とくに中等教育段階では、政府と民間との間の関係だけでな

く、むしろ政府部門の内部、具体的には中央政府と、地方政府との関係が重要な

意味をもつことである。地方政府は、職業教育について、マクロ的な政策形成主

体でもあり得るのと同時に、職業教育について自ら重要なプロバイダとなってき

た。こうした意味では、政府部門の中における様々な主体の間の関係こそが現実

の職業教育を規定する重要な要因となっているといえよう。とくに中等段階での
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職業課程教育に、地方政府が大きな役割を期待されるのは理由のないことではな

い。前述のように、社会全体の職業的知識・技能の形成において、中等段階での

職業課程教育が果たす役割は多様であり得るのであって、具体的な産業構造や企

業の志向、などに大きく依存する。職業課程の教育への潜在的な需要は、地域の

産業構造、そして地域的な経済発展の方向に密接に関わる。地域政府は、地域経

済の発展に一定の視野をもつのと同時に、実際の労働需要をも身近に、かつ具体

的に把握する立場にある。同時に地方政府は、地域住民からの中等教育機会への

需要に接する立場にある。同時に、職業教育がその始発期にある段階では、中央

政府が職業課程に対して直接の財政措置をとることがあるが、中等教育が量的に

拡大する段階では、それに対する財政的な負担は一般的に地方政府におわされる

ことになる。地方政府は、中等段階教育の拡大のために財政的な基盤を確立しな

ければならず、そのためにはその有効性を、地域に対して説明する責任をも負う

ことになる。日本においても、１９５０年代から１９６０年代において、地方政

府は地方開発計画と連携させて、中等教育に独自の政策をとる県が少なくなかっ

た。その結果として、公立高校の収容力、そしてそこでの職業課程の比率などに

おいては、県のあいだに大きな相違が生じ、その影響は今日にまで及んでいる。

それについては様々な意見はあるが、実際に地域において、異なる選択をする理

由があったことは疑いない。 

 しかし他方からみれば、そうした地方政府の役割には大きな矛盾があることも

事実であろう。すなわち一方において中央政府は、マクロ的な効率性の視点ある

いは政治的な判断から、中等教育一般、またその中における職業教育に一定の政

策をとるわけであるが、他方で地域における企業あるいは家計はそれぞれの視野

からの要求をもっている。その両者の間には、時として重要な齟齬が生じる可能

性は少なくない。しかも地方政府に与えられた財政的な資源には大きな制約があ

ることはいうまでもない。この中で地方政府が現実的にどのような行動をとるの

か、またとり得るのかが問題となる。とくに経済発展の始発期において、しかも

中等教育への進学需要がたかまる局面（前述の第２期ａ）においては、中央政府

は中等教育の拡大全体は抑制するが、職業課程についてはその拡大を容認する、

という政策志向を一般にもつ。しかし他方で地域においては、大規模企業は必ず

しも職業課程の増設に積極的ではなく、他方で家計からの普通課程への進学要求
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が拡大して、進学競争が激化し、社会問題となる、といった状況が生じやすい。

しかも職業課程を増設するには、教員などの専門人材が不足するだけでなく、施

設設備などの面で、むしろ普通課程の増設よりも障害が大きいことはいうまでも

ない。その中で、地方政府は何らかの政策を形成することを求められるのである。 

 そうした矛盾した要求を背景として、中央政府と、地方政府の政策、そして個々

の学校における具体的な実施過程との間に一貫性が失われることも少なくない。

それは二つの面において特に顕著にあらわれれる。一つはカリキュラムの面であ

って、制度上は職業課程の中等教育機関としても、高等教育への進学需要が強い

場合においては、むしろ普通教科のカリキュラムが重視される傾向が生じる。あ

るいは職業教育が形式化する。第二の面は教育の条件である。充実した職業教育

は、人材、機器・設備が十分に供給されることを条件とする。それが保証されな

ければ、職業教育はここでも形骸化することになる。こうした非一貫性は、結局

は職業教育の社会的な機能をゆがめ、また低下させることになるのはいうまでも

ない。途上国における職業教育の問題は、むしろこうした実際の政策実施面にお

いて、十分な手当が講じられていないことに起因することが少なくない。しかも

前述のように、中等教育の拡大期においては、職業課程への進学要求は敏感に変

化するのであって、こうした要因によって、職業課程が本来の役割を果たさない

うちに、進学要求の対象が高等教育に急速にシフトすることもあり得ないことで

はない。それは前述のマクロ的な効率性の視点からは、大きな問題となり得るで

あろう。 

 こうした点から重要なのは、地方政府が、一貫した政策形成能力と、それに対

応する財政基盤を確保できるか否かという点である。同時に地方政府が、現実の

職業教育の効果を恒常的に監視し、評価するメカニズムが必要となる。前述のよ

うに、職業教育が異なるコンテクストで異なる役割を果たすこと、またその役割

が発展の局面に応じて大きく変化すること、を考えればそれは当然といえよう。

いずれにせよ、こうした面において地方政府が実際にどのような制約の中で、ど

のような行動をとっているのか、またその結果どのような問題が生じているのか、

について実証的な研究が必要とされる。 
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政府の役割と市場  

 今ひとつの問題は、政府部門と民間部門との関係である。途上国において政府

部門が多くの役割を期待されるのにはいくつかの理由がある。第一に、社会全体

に技術的知識そものの蓄積が少ない場合には、政府が主体となってそうした知識

を外国から導入し、あるいはそれを国内で計画的に形成して、それを提供する主

体とならざるを得ない。第二に、所得水準が限られている場合には、教育機会を

なるべく低価格で提供しなければならないから、政府が公的な資金をつくって教

育機会を形成しなければならない。そして第三に、政府以外にこうした教育機会

の提供をおこない得る資金あるいは組織力をもった主体がない。 

 しかし経済発展が進展すれば、技術的知識がある程度蓄積され、独自の技能形

成をおこない得る企業も増加し、他方で所得水準が上昇して一定の費用を負担し

ても教育をうけることを要求する家計も増加して、それに対応して教育機会を提

供する民間の施設、学校も増加することになる。日本の例をとれば、第一次大戦

以後に、様々な民間企業が生成、成長するにしたがって、独自の知識・技能形成

が行われるようになった。また様々な学校外の民間訓練施設が、多くは各種学校

という形をとって作られた。さらに私立の職業教育の中等教育機関が、戦前は旧

制専門学校、実業学校、戦後は職業高校、さらに専門学校という形をとって拡大

した。私立の職業高校は、高校進学率が急激に上昇した１９５０年代から６０年

代はじめにかけては、大きな位置をしめた。１９７５年に設置された「専門学校」

は中等後の職業教育にきわめて大きな地位を占めているが、そのほとんどが私立

である。ヨーロッパ、アメリカにおいては中等教育段階では私立機関の役割は小

さいが、中等後教育において私立学校の果たす役割は大きく、拡大しつつある。 

 企業内教育のそとで、職業教育においてこのように政府以外のプロバイダが大

きな役割を果たすのには、二つの説明のしかたがある。一つは、職業教育は本来

は政府が果たすべき役割であるが、政府の財政能力が限定されているために私立

学校にその役割を期待しなければならない、と考える。いま一つは、政府にとっ

てはどのような職業的知識・技能が職場で要求されているのかを正確に把握する

ことがむずかしく、したがって政府が直接に教育機会供給する場合には、無駄が

生じる。むしろ市場においてどのような教育訓練への需要かを鋭敏に反映し、そ

れによって供給の内容を変える私立機関のほうが、マクロ的には効率的であると
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考えられる。費用負担が生じることについては、むしろ何らかの奨学金による補

正をすればよいということになる。最近の世銀などの論調は、こうした主張に大

きな影響をうけている。 

 しかし、前述のように、そうした民間部門のプロバイダが実際に大きな影響力

を与えるのには、一定の社会的条件が必要であることも重要な論点である。しか

もその場合にも、従来の学校教育体系の中に位置づけられる私立の職業高校を考

えるのか、さらに規制から自由な学校体系外の各種学校に多くの役割を期待する

のか、といった選択もあり得よう。そしてそれは、そうした民間の教育訓練機関

に対する、政府の規制と財政的補助のありかた、という問題を提起する。日本の

場合をみても、民間の機関と政府の機関との役割の組み合わせは、発展の段階に

おうじて変化してきた。また専修学校制度にみられるように、学校教育体系に組

み込まれることによる品質保証と制度の安定性が、民間機関の活力と、一定のく

みあわせが行われることによって、大きな役割を果たす場合もある。こうした点

についての分析は、まだ十分に行われているわけではない。 

 

第３節 職業能力と職業選択 

 

 つぎにミクロの観点から、人の能力についての考え方、職業意欲とかまえ、そ

して職業選択・選抜の問題について整理しておきたい。 

 

アカデミック能力と職業能力 

 職業教育についての議論が錯綜する最も基本的な要因は、それがどうしても人

間の能力の構造、そして学校教育によって形成される能力と、しごとに要求され

る能力との関係、というきわめて根源的な問題を含まざるを得ないからである。

初等教育においては、読み書き能力といった基礎的な能力の必要性が自明であり、

他方で高等教育においては学術的な知識の体系によって教育の枠組みが決まって

しまっている。これと比べても中等教育がこの点で重要な特徴となる。しかし能

力といったものを考察の対象にしようとすると、非常に抽象的、概念的な問題と

なってしまい、社会科学的なアプローチでは直接的な問題とすることが難しい。

いわゆる職業教育の専門家たちは、職業教育のカリキュラムを自明としているの
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で、能力の構造にまでさかのぼった議論は必ずしも多くない。そういった職業教

育の専門家の人達の問題意識と職業教育と発展といったものを問題視する場合の

問題意識とは非常に大きくくい違いがある。にもかかわらず、職業教育と発展と

いうことを問題にするにはやはり能力の問題を避けてとおることができない。そ

れをどのようなかたちで問題にするかということが問われるわけである。この問

題に関して、これまでどのようなことが言われてきたのか、あるいはそのこれま

での考え方を簡単に整理するとどういうことになるのかといういことを整理して

みると次のようになるのではないか。 

 まず職業教育をめぐる議論に共通するのは、「二元論」とも言うべきものである。

すなわち一方において、学術的な知識の伝統にたった、抽象的な知識の系統とし

て「アカデミック」な知識・能力群があり、他方において具体的な職業・しごと

において必要とされる,具体的かつ応用的な「実用的」知識・能力群がある。普通

課程の中等教育は主にアカデミック知識・能力群の形成を主たる教育の目的にし、

職業課程の中等教育は後者の実用的な知識・能力群を計生成するところに主な目

的を置いていると解釈される。後者については職業分野別に必要とされる個別の

職業的知識・能力群におうじてカリキュラムが構成される。もちろんこれら二つ

の間は相互に浸透的であって、とくにある程度のアカデミック知識・能力が存在

しなければ、職業能力・知識の獲得は難しいから、通常の職業課程においては、

両者は一つのセットとして供給される。しかし職業課程においては、職業知識・

能力に大きなウェートがかけられることはいうまでもない。 

 ところで上述のマンパワー理論の前提となっているのは、職業知識・能力が一

つのセットとなって、一定のしごとの遂行に不可欠であり、そうした知識・技能

をもった労働力の不足が、生産自体のボトルネックとなるというものであった。

これに対しては二つのレベルの批判がありえる。すなわち一つは、現実の企業の

生産活動は多様であり、そこで必要とされる能力も多様であるのと同時に、生産

技術は急速に進歩するのであり、必要とされる特定の知識・技能のセットを構成

することは難しい。逆にいえば、完全に適合する知識・技能のセットを備えた労

働力は常に少なく、現実にはそれに近い知識・技能をもった人材を何らかの形で

再訓練することによって調達している。もう一つの批判は、しごとにおいて必要

とされる能力は、常に職場の具体的なコンテクストにおいて定義されるのであっ
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て、むしろ生産現場に近いところにおいて最も効率的に伝達することができるも

のである。職業課程の教育はそうした現場を何らかの形でシミュレートしようと

するのであるが、それは常に現実の仕事に大きなズレを生じやすい。言い換えれ

ば職業課程の教育は一方であまりに特殊的・具体的であることによって、他方で

それにもかかわらず十分に特殊的ではありえないことによって、大きな制約をも

つものと批判される。そうした立場からは、中等教育段階ではむしろアカデミッ

ク知識・能力の形成に「専念」することこそが職業能力の形成役立つという議論

もある。 

 しかし他方で、それは上述のアカデミック能力にのみ特化した普通課程の教育

に問題がないことを示すものではない。特殊な応用的知識が、汎用性が薄く、陳

腐化しやすいとしても、逆に一般的・抽象的な知識・能力がそのままで広い汎用

性を示すとはいえない。特にアカデミックな教育内容が特に上級学校への進学を

主な目的として行われる場合には、その教育内容は自己目的化しやすいことはい

うまでもない。とくに中等教育への進学率が高いにもかかわらず、高等教育の進

学機会が制限された場合には、高等教育への入学（資格）試験が厳しくなり、そ

れに対する準備が学習の、そして教育の、目的となりやすい。こうした学習成果

は、そのまま仕事に要する知識の基礎となるものではない。しかも、高度に抽象

的な知識は、急速に脱落することも知られている。 

 

コンピテンスと「かまえ」 

 上述のようなアポリアは、アカデミックな知識と実用的な知識とに二分する思

考をとる限り必然的に生じるものである。そこから脱するには、しごとに関連す

る知識・能力をさらに構造的に把握することが要請されるだろう。そうした意味

で一つの示唆を与えるのが、しごとに必要な能力、「コンピテンシー」 

（Competency, Competence）を定義しようとする試みである。 

 コンピテンシーということばは、先進国においても人事管理論において最近、

多く用いられるようになってきた。ただしその含意がきわめて多様で、人事管理

論においては個別のジョブに要する能力の一つのプロフィールとしてもちいられ

ることが多い。あるいは特にヨーロッパにおいては、職業資格の定義の一つの基

礎概念としてコンピテンシーという概念が用いられている。それは産業構造、技
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術革新の結果として従来の職業資格制度に再検討が必要となっていること、また

が学校教育においてアカデミック系統と職業教育系統の統合化が徐々に進みつつ

あり、それと職業資格の対応を再定義しなければならなくなっているために、そ

の際の職業に要する知識・技能の新しい定義が必要となっていることを背景とし

ている。いずれにせよ、職業に要する知識・能力を、特定の具体的な実用的知識

あるいは技術、能力のセットに還元させるのではなくて、問題解決能力や判断力

などをふくめた、総合的な能力として定義しようとする指向性であると解釈する

ことができよう。しかもその場合、そうした能力・技能は、学校におけるカリキ

ュラムに定義され、マニュアル化されたものではなくて、職場における様々なコ

ンテクストにおいて発揮されるべき、職場の規律性の内面化、異なる需要あるい

は状況の変化におうじて、しごとの過程を工夫し、変化させていく、いわば総合

的な職業能力といえよう。 

 こうした意味での総合的な職業能力は他方で、たとえば作業現場の整理のしか

た、工具の整理のしかた、あるいは人との分担の中での自分の仕事への責任感と

か、いってみれば仕事に対する「かまえ」とも呼ぶべきものにも及ぶ。またそれ

ぞれの職業は、職業的な一種のカルチャーをもっているのであって、こうしたカ

ルチャーを内面化していることも、しごとの重要な要件であるといえよう。ひる

がえってみれば、日本の実際の職業教育課程において、カリキュラムには明確に

はあらわれないが、いわば隠れたカリキュラムとして強調されているのもこうし

た「かまえ」を形成することであった。他方でそれは、すでに資本主義的な生産

過程が確立した先進国のおいては、教育社会学者の視点からは、学校における資

本主義的な階級関係のミクロ的な再生産プロセスとして（たとえばギンタス）、あ

るいはかくれた「権力」の受容として、「発見」され、また「あばかれる」ものと

同じである。職業課程の教育は本来、そうした目標が内在するものである。途上

国の多くにおいてはそれはこれから作られるものであるのに対して、先進国では

それはすでに存在する自明のものであり、批判の対象としかならない。 

 

選抜と選択 

 いま一つの問題は、キャリア選択と職業課程である。前述のように、近代社会

においては子どもの学校教育の選択は、その将来の社会的地位の獲得に大きくか
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かわる。とくに中等教育の段階における選択はここにおいてもきわめてクリティ

カルな位置を与えられている。 

 近代化の進展と学校教育の発展がほぼ同時に、しかも緩慢におこったヨーロッ

パにおいては、社会的地位と学校教育段階との対応は、必ずしも明確ではなかっ

た。むしろ社会的な階級、とくに一方で中産階級と他方で農民・労働者階級との

階級的な差異が、学校教育の二つの系統に対応したことは前述のとおりである。

こうした制度の下では、それぞれの階級はそもそも初等教育の段階から別の系統

を進むのであり、選択あるいは選抜の問題は起こりえない。１９世紀末からの「国

民教育」のイデオロギーのもとに、初等教育が統一されても、居住地域の差ある

いは私立学校の存続によって、そうした初等教育段階での複線性は存続していた。

第１次大戦後になって、初等教育の統合が進み、それによって中等教育段階にお

いて、アカデミック系と実業教育系へ分化の問題が生じるようになり、したがっ

てそこでの選択と選抜が社会的な問題となったのである。 

 ただしヨーロッパ社会においては、歴史的に長い時間をかけて形成されてきた

社会階級は、それぞれ特有の文化的・社会的な価値観、行動様式、コミュニケー

ションあるいは言語コードを発展させる。家族の単位でみれば、親は子どもに対

して、階級に固有の人間像を投影させ、またその将来への期待をもち、子どもは

それを内面化して自己の将来像を形成するのである。こうした構造は、当然にも

社会階級間の流動性への障壁が高いことを意味する。言語や動作における微細な

差異に注目する社会学の研究（たとえばバーンシュタイン、ブルデュー）などの

議論は、そうした点から第２次大戦後のヨーロッパにおける、複線型の教育シス

テムを統合することによって、社会的な機会均等を達成しようとする福祉国家政

策の限界を指摘する点において大きな意味をもったのである。しかし他方で、福

祉国家政策の中で、非ホワイトカラーの様々な熟練キャリアが形成され、ある程

度の賃金が保証される。階級文化は、子どものキャリア志向をよりリアルに、早

い時期に決定させる役割を負っているともいうことができる。 

 これに対して、多くの途上国においては、前述のように、経済構造自体が大き

く二重構造化しており、その間の賃金水準は著しい。その中で近代セクターでの

雇用と、学校教育が結びつけられることによって、きわめて大きな進学需要が生

じることになる。これがドアが「後発効果」と呼んだものである。そうした議論
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はマクロ構造的には間違いではないとしても、それが含む構造と問題については、

十分ではない。とくに重要なのは、都市部において小規模の中産階級が存在する

のみで、社会の大多数が、農民あるいは都市の未熟練労働力であって、ヨーロッ

パ的な意味で独自の文化をもつ労働者階級は成立していない点である。もちろん

こうした階層的差異は歴史的にはある程度形成されてきているのが普通であるが、

近代化による新しい経済的社会的構造そして価値観の変化によって、そうした伝

統的な階層性は力を失なう。その結果として、新しく生じた近代セクターでの雇

用の可能性を、伝統セクターの人口の多くが望むことになる。それは当然にも、

中等教育そして高等教育への膨大な潜在需要を導くことになる。こうした視点か

らみれば、東アジア諸国が、科挙の伝統あるいは、儒教的な伝統によって、教育

熱心だといわれるのは根拠のある議論ではない。むしろ伝統社会が急速に近代化

にさらされた際の一つの構造的な側面だということができる。こうした状況の下

では、それまで家族が伝えてきた伝統的な社会階級の中での社会観、人生観の説

得力が薄れる一方で、近代的な職業達成、あるいは民主的な機会均等のイデオロ

ギーが持ち込まれる。その結果として、子どもの職業的な達成目標は一般的に、

きわめて広い視野に拡大され、しかもきわめて高い社会的な地位にむけられる。

あるいは近代化のイデオロギーは、そうしたアスピレーションの高揚を要求して

いるということもできよう。しかしそれは同時に、こどもの自己認識、そして将

来への志向が、きわめて非現実的になりやすいことを意味している。いわば職業

的な達成志向が、著しくリアリティを失うのである。その中で職業達成への唯一

の正当性をもつ関門は、上級学校への入学試験となる。それはむしろ上述のアカ

デミックな内容での学習の偏重をうみ、さらにそれは職業志向のリアリティを失

わせることになる。しかも結果としてこうした非現実的な志望を実現させる子ど

もの割合はきわめて限られている。 

 こうした視点からは、職業課程の存在は二重の役割を負っている。一つは、子

どもが中等教育に進学する際の選択において、非進学→就業、普通課程進学→高

等教育、職業課程進学→中級専門職、という三つの選択肢を形成することによっ

て、将来の選択を一つの具体的な視野に入れた上での選択を要求する。そして第

二は、職業課程の教育過程において、職業に向けて形成されたカリキュラムと、

同様の選択をおこなったピアグループの中で、より現実的な職業志向を形成させ
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る、という点においてである。世銀のいうような、普通高校の後に職業教育セン

ターにおいて訓練させる、という形態は、こうした機能を果たすことができない。 

 もちろんこうした過程は、他面において社会階級を再生産するという側面も否

定できないし、また子どものもつ可能性を強制的に限定させる、とも見ることが

できる。そうした批判は常に生じる。たとえばアメリカ、および高度成長後の日

本では、所得の上昇を背景に、後期中等教育、そして高等教育の収容能力を拡大

して進学を容易にすることによって、職業選択の時期をより高い年齢にのばすこ

とによって、選択の圧力を避けるメカニズムをつくった。しかしそれが可能とな

るのは、社会あるいは家計にそれだけの費用を負担する能力が生じるから可能に

なるわけであって、そうした局面に達するまえにどのような形で、キャリア選択

を行わせるような制度を作るかが政策的な問題となるのである。しかも職業選択

を後にのばすことによっても、学校にいるかぎりは、職業に対する心構えが強化

されることにはならない、といった問題がアメリカでも日本でも指摘されている。 

 いずれにせよ、こうした視点からは、子どもの将来のキャリアの選択にどのよ

うな影響を与えているのか、を少なくとも実証的にとらえることはきわめて重要

な課題である。これは前述のように、職業課程が具体的な技術的知識・技能の形

成だけでなく、むしろしごとに対する心構えをふくめた基礎的なコンピテンスの

形成のうえで重要な役割をもっているという視点とも不可分である。逆にいえば、

こうしたコンピテンスの形成が、職業選択にリアリティを与えていく。いわば職

業的な社会化（ソーシアライゼーション）の総合的な環境として、職業課程を実

証的に分析することが必要である。 

 

結論 

 

 以上に述べたように、経済発展過程において職業教育が果たす役割については、

一部にいわれてきたように決着が着いているわけではない。そうした見方には、

むしろ先進国の側の研究者や国際機関のもつイデオロギーが色濃く反映している。

しかしそれはまた、途上国政府が時として示す、職業教育への無批判な志向が正

統化されることを意味するものでもない。また職業教育は、常に社会的な階級の

再生産という高度に政治的な問題と密接に関わっていることにも留意しておく必
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要がある。いずれにせよ発展と職業教育をめぐっては、分析され、議論されなけ

ればならない問題が数多く残されている。本稿においては、そうした分析的問題

のいくつかを概観したが、それを通じて、とくに以下の三つの点に気づく。 

 まず第一に職業教育は、異なる社会的なコンテクストで、きわめて異なる意味

をもち、機能を果たすという点である。個人の資質によって、あるいは職種によ

って、その意味が異なり、したがって同じ社会において、そうした異なる機能が

同時に存在する。また社会全体をみても、産業構造あるいは経済発展のパターン

によってその機能は異なる。したがって職業教育については過度の一般化はきわ

めて危険であって、常に具体的なコンテクストにおけるその役割を評価する必要

がある。 

 第二に、そうした役割は、経済発展がいくつかの異なる局面をたどる際に、大

きく変化する。とくに重要なのは、経済発展が一定の段階に達し、ある程度の所

得の増加を背景として、中等教育への進学需要が大きく拡大する局面である。こ

の段階で特に中等段階の職業課程教育が注目され、政府のマクロ的な政策選択と、

地方政府の政策形成・実施能力がきわめてクリティカルな役割を果たすことにな

る。しかしそれをすぎれば、職業課程への需要は急速に変質していく。それに対

する対応が政策の重要な課題となる。 

 第三に、職業教育は、経済発展を目指す政府によって直接に強く推進されるこ

とは事実だが、その需要と供給の双方の側面において、家計や企業、そして私立

学校などが重要な役割を果たす。そうした意味で、政府と市場とがどのような形

で関係をつくるのかが、きわめてクリティカルな問題となる。それを一般的な命

題としてではなく、職業的な知識技能の形成という具体的な点で問題とすること

が必要であろう。 

 こうした点に留意しつつ、さらに分析を行うことが必要であると考える。 
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